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2013人員確保闘争の推進について

日頃のご活動に、心から敬意を表します。

　さて、2013人員確保闘争の取り組みについては、昨年９月に行いました道本部第53回定期大会で年間の闘争スケジュール等について確認し（別紙参照）、さらには２月６日に行いました道本部第54回臨時大会において第３号議案「当面の闘争方針」として、下記のとおり春闘期の具体的な取り組みについて確認をいただいたところです。
つきましては、2013春闘期の各種取り組みと結合させた各単組・総支部の積極的な取り組みをお願いいたします。
　また、自治労本部発行の人員確保パンフレットを同梱します。職場点検等にご活用願います。
記

道本部第54回臨時大会「当面の闘争方針」より抜粋

【2013春闘期における人員確保の具体的な取り組み】
（１）各単組は、次の事項について点検・把握し、職場から人員要求数を積み上げます。

　　①　集中改革プラン策定（2005年）から削減された人員の数および条例定数との乖離、削減による職場環境の悪化

　　②　不払い残業を含む超過勤務実態と年休取得実態

　③　臨時・非常勤等職員や派遣労働者の配置状況、業務内容

　　④　拡大する行政ニーズの状況

　　⑤　高齢者再任用制度の実施状況、実施できない課題の整理

（２）職場点検を反映し、人員確保に向けての統一要求書を提出して積極的に交渉を進めます。

　　　要求書については、以下の四点を統一項目とし、あわせて各単組における職場点検等を反映させた個別課題項目を付加して提出することとします。
　　＜統一要求項目＞

	①　欠員補充・職員採用にあたっては、職員の年齢構成や男女バランスに配慮するとともに、労使協議によって決定すること。

②　職場の人員配置について、労使で点検・検証・議論を行う機会を設けること。

③　採用抑制を行わないこと。

④　組織・機構の見直しにあたっては労使協議を行うこと。


＜別紙＞

【第53回道本部定期大会 当面の闘争方針】

	【取り組みの推進に向けて】

①　人員確保闘争は、2011年度から全体的な闘争スケジュールを見直し、賃金確定期をスタートとした取り組みとして３年目を迎えることとなります。自治労本部は、公共サービス提供体制の確保にむけて、①「集中改革プラン」等で削減された職員数と公共サービスの水準・提供体制の回復をめざした人員の確保、②非正規職員の処遇改善と正規化の推進、③年金と雇用の接続をにらんだ高齢期の職員の能力の積極的な活用―を基本目標とする人員確保産別統一闘争を今年度から提起したところです。道本部としては、これまで通り人員確保闘争を通年闘争と位置づける中で、本部の基本目標を踏まえながら、職場実態に応じた要求を積み上げていく取り組みのいっそうの推進をはかります。

②　「集中改革プラン」等による大幅な行政改革により、地方公務員の数はピーク時（1994年）の3,282,492人から17年連続で減少し、2011年４月現在では2,788,989人となっています。

　今や、「集中改革プラン」を上回る職員の減少は、将来的に行政の空洞化を招く恐れがあり、その結果、行政運営・サービスに支障をたすことは必至の状況です。改革プランを上回る職員削減の影響から職場が機能しなくなった実態、あるいは地方交付税が増額に転じたことなどを背景に、徐々に採用を行う自治体も増えてきていますが、各職場・職員のおかれている状況からすれば、まだまだ十分とは言えません。

　削減された職員数と公共サービスの水準・提供体制の回復のために、「集中改革プラン」策定前（2005年）の定数規模を考慮し、採用・配置計画を検証して、人員確保の要求を確立していくことが重要です。

③　そのためには、職場実態に応じた組合員の声を積み上げる必要があります。実態に基づいた現場の情報が要求として正しく当局に伝わらなければ、業務量や住民ニーズに見合った適正な人員配置が行われません。人員配置が適正に行われなければ、私たちの労働条件に影響を与えることはもちろんですが、住民に対するサービスに大きな影響を与えることにもなります。公務労働は業務量を数値として表すことが困難であり、業務量の基礎となる現在の業務や潜在的な業務などは、現場の組合員・単組が把握していくしかないということです。

　また近年、各自治体の採用予定者も退職者数の完全補充とはなっていないものの若干増加の傾向に変わり始めています。しかし、全道的に採用募集をかけても、希望者が定数を満たさないという状況もある中では、採用計画として妥結した単組でも、あらためて検証や交渉を行うなど取り組みを再度組み立てていく必要性も考えられます。

【闘争の基本的な組み立て】

　上記の基本的な考え方に基づき、以下のとおりの闘争スケジュールで取り組みを進めます。

　2012年度中の中途退職者および定年退職者の数の把握、職場の人員配置の検証などを行っていく中から、各単組の実態に応じて、以下のとおり人員確保要求を確立します。

①　2012賃金確定期～当初予算編成期

ア当初予算要求として、職員採用や職場の適正な人員配置を求めていく単組については、2013年４月採用における人員確保にかかる必要予算を確立するために、当初予算編成期を目途とした決着をめざします。

イ　今年の夏段階で2013年度の採用予定者数がある程度確定されている単組は、2014年度採用・人員確保に向けた議論のスタートと位置づけます。
②　2013春闘期
来年度までの退職予定数や不足人員を考慮して、人員確保に向けての統一要求書を提出し、積極的に交渉を進めます。

③　2013年５～６月

　各町村においては、管内町村会が８月募集・９月実施で町村職員採用資格試験を行っていることから、５月～６月の町村会調査期には、最低限、2014年４月採用者数を「若干名」、あるいは「１名以上」として当局から出させるよう取り組みを進めます。

【地方本部の取り組み】

①　2012年度の取り組み結果に基づき、2013年度の取り組み方針を議論し全体化をはかります。

②　上記取り組みのスケジュールを基本としながらも、管内各単組の実態を踏まえながら、地本としてのスケジュールを作成します。

③　また、各単組における取り組みに至る経過や問題点を把握して、具体的に到達点を明確にし、2013年度の目標を設定します。

【単組の取り組み】

①　各単組は、人事異動や機構改革などによって職場状況がどのようになっているのか、組合員の声を集約し、把握します。その上で、各係や部署の不足人員、来年度までの退職予定数を考慮して新規採用者数の要求を確立します。 

②　地本が示すスケジュールに基づき、要求書の提出・交渉を行い、要求の実現をめざします。


